
１．概　　　　　要

■

■

■ 　県民所得は3兆2,589億円で5.8％の減少、1人当たり県民所得は2,483千円で

前年度から125千円（4.8%）の減少となった。

　県民所得の減少要因は、企業所得の減少。

■

■ 　長崎県の経済成長率（＝県内総生産の対前年度増加率）

名　目　　　　３．３％減　　（国　３．５％減）

実　質　　　　４．３％減 　 （国　４．１％減）

経済成長率

　　　　　※経済成長率、県（国）内総生産の指標については、県は生産側＝支出側、国は支出側の数値

令和２年度長崎県県民経済計算（推計）の概要

　支出側は、全体では減少したが、民間企業などの資本形成は増加した。

　令和２年度の長崎県の経済規模を示す県内総生産は、名目で4兆5,387億円
（対前年度▲1,540億円）、物価変動の影響を除いた実質では、4兆4,469億円
（▲1,993億円）となった。
　この結果、令和２年度の経済成長率は名目で3.3％の減少、実質で4.3％の減
少となった。

　生産側の動きをみると、建設業で769億円の増加となった。
　一方、製造業で258億円、卸売・小売業で324億円、運輸・郵便業で437億円、
宿泊・飲食サービス業で570億円の減少となり、全体では1,540億円（3.3%）の減
少となった。
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２．県内総生産（生産側）

　■ 　県内総生産は、 名目値で 4兆5,387億円 対前年度比

　　 　　　　　　  　　　 実質値で 4兆4,469億円 対前年度比

（１）第一次産業 

＜水産業＞

　　増減理由： 新型コロナウイルスの影響による総生産の減

（２）第二次産業 

＜製造業＞

　　増減理由：

＜建設業＞

　　増減理由：

（３）第三次産業 

＜卸売・小売業＞

　　増減理由：

＜運輸・郵便業＞

　　増減理由： 「鉄道業」「道路運送業」「航空運輸業」における総生産の減少

＜宿泊・飲食サービス業＞

　　増減理由：

1,345億円 775億円 ▲570億円 ▲42.4%

4,950億円 4,626億円 ▲324億円 ▲6.5%

「飲食サービス業」における総生産の減少
「旅館その他の宿泊所」における総生産の減少

「食料品」における総生産の減少
「はん用・生産用・業務用機械」における総生産の減少
「輸送用機械」における総生産の増加

1,869億円 1,431億円 ▲437億円 ▲23.4%

「卸売業」における総生産の減少
「小売業」における総生産の減少

2,964億円 3,733億円 +769億円 +25.9%

「建築工事（民間＋公共）」における総生産の増加
「土木工事（民間＋公共）」における総生産の増加

3兆5,429億円 3兆2,668億円 ▲1,862億円 ▲5.4%

▲1,540億円 (▲3.3%)

▲1,993億円 (▲4.3%)

7,726億円

　　　令和元年度 令和２年度　 増減額　 対前年度比

1兆1,021億円

7,984億円

1,189億円

409億円 354億円

▲258億円 ▲3.2%

1,090億円 ▲98億円 ▲8.3%

▲55億円

1兆1,532億円 +511億円 +4.6%

▲13.5%
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県内総生産（生産側）　（名目）

各産業の内訳と対前年度伸び率 　　　(単位；百万円，％）

項　　目 R1 R2 増 減 額
対前年度
伸び率

構 成 比

１　第１次産業 118,860 109,017 ▲ 9,843 ▲ 8.3 2.4

　農　　　業 73,202 68,930 ▲ 4,272 ▲ 5.8 1.5

　林　　　業 4,766 4,719 ▲ 47 ▲ 1.0 0.1

　水　産　業 40,891 35,368 ▲ 5,523 ▲ 13.5 0.8

２　第２次産業 1,102,142 1,153,214 51,072 4.6 25.4

　鉱　　　業 7,374 7,363 ▲ 11 ▲ 0.1 0.2

　製　造　業 798,375 772,563 ▲ 25,813 ▲ 3.2 17.0

　建　設　業 296,393 373,288 76,896 25.9 8.2

３　第３次産業 3,452,926 3,266,768 ▲ 186,158 ▲ 5.4 72.0

　電気・ガス・水道・廃棄物処理業 205,231 197,449 ▲ 7,782 ▲ 3.8 4.4

　卸売・小売業 494,996 462,584 ▲ 32,411 ▲ 6.5 10.2

　運輸・郵便業 186,877 143,148 ▲ 43,729 ▲ 23.4 3.2

   宿泊・飲食サービス業 134,509 77,540 ▲ 56,969 ▲ 42.4 1.7

   情報通信業 124,122 131,982 7,861 6.3 2.9

　金融・保険業 147,993 122,912 ▲ 25,081 ▲ 16.9 2.7

　不 動 産 業 495,079 499,626 4,547 0.9 11.0

   専門・科学技術、業務支援サービス業 258,574 263,776 5,202 2.0 5.8

   公務 331,994 327,915 ▲ 4,078 ▲ 1.2 7.2

   教育 243,806 239,628 ▲ 4,178 ▲ 1.7 5.3

   保健衛生・社会事業 607,974 601,878 ▲ 6,096 ▲ 1.0 13.3

   その他のサービス 221,771 198,329 ▲ 23,442 ▲ 10.6 4.4

４　小計 4,673,927 4,528,999 ▲ 144,928 ▲ 3.1 99.8

５　輸入品に課される税・関税 81,448 80,513 ▲ 936 ▲ 1.1 1.8

６（控除）総資本形成に係る消費税    62,687 70,804 8,117 12.9 1.6

7　県内総生産（４＋５－６） 4,692,689 4,538,708 ▲ 153,981 ▲ 3.3 100.0

注）計数は、単位未満を四捨五入で表示しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。

農業 水産業 製造業 建設業 卸売・小売業 不動産業 公務
保健衛生

・社会事業 その他
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３．県民所得

令和元年度 令和２年度

　増減理由：雇主の社会負担の減少

　増減理由　：　家計の財産所得の減少

　増減理由　：　民間法人企業の企業所得の減少

　■ 県 民 所 得 は     3兆2,589億円　　 対前年度比 　▲2,017億円   （▲5.8％）

　■1人当たり県民所得は　2,483千円     対前年度比　  ▲ 125千円    （▲4.8％）

増減額 対前年度比

県民雇用者報酬

2兆5,268億円 2兆5,189億円  ▲79億円 ▲0.3％

財産所得（非企業部門）

1,740億円 1,654億円  ▲86億円 ▲4.9％

企業所得（企業部門）

7,599億円 5,476億円 ▲1,852億円 ▲24.4％

総人口： （R1.10.1現在人口） 1,327,004人 ▲14,687人
総人口： （R2.10.1現在人口） 1,312,317人 （▲1.1％）
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４.県内総生産（支出側）

令和元年度 令和２年度 増減額 対前年度比

民間最終消費支出

2兆7,669億円 2兆6,159億円 ▲1,511億円 ▲5.5％

増減理由： 家計最終消費支出の減少

地方政府等最終消費支出

1兆149億円 1兆87億円 ▲62億円 ▲0.6％

増減理由： 地方政府（公務）支出の減少

県内総資本形成

1兆3,075億円 1兆3,010億円 ▲65億円 ▲0.5％

増減理由： 民間企業の設備投資の増加と在庫変動の減

財貨･サービスの移出入(純)

▲564億円 ▲954億円 ▲391億円

注１） 国の計数は、「令和3年度国民経済計算年報」（内閣府 経済社会研究所）による。

注２） 計数は、単位未満を四捨五入で表示しているため、総数と内訳の合計が一致しない

　　場合があります。

　　　　詳細については、県統計課ホームページ掲載予定

　■県内総生産（支出側）は　4兆5,387億円　　対前年度比 ▲1,540億円 （▲3.3％）

https://www.pref.nagasaki.jp/section/tokei/index.html

県（国）民経済計算主要指標

（単位：％，億円，千円／人）

令和元年度 令和2年度 令和元年度 令和2年度

2019 2020 2019 2020

名 目 ▲ 0.7 ▲ 3.3 0.0 ▲ 3.5

実 質 ▲ 1.0 ▲ 4.3 ▲ 0.8 ▲ 4.1

県 ( 国 ) 内 総 生産 名 目 46,927 45,387 5,568,363 5,375,615

実 質 46,462 44,469 5,501,310 5,273,884

34,606 32,589 4,020,267 3,753,887

2,608 2,483 3,177 2,975

※経済成長率、県（国）内総生産の指標については、県は生産側＝支出側、国は支出側の数値

長崎県 国

経 済 成 長 率

 県（国） 民  所  得 

１人当たり県（国）民所得

項　　　　目
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生　産

生産・輸入品に課される税、（控除）補助金〈中央政府＋地方政府〉

3,241億円

 域外からの要素所得（純）

　898億円

生産・輸入品に課される税、（控除）補助金〈地方政府〉
1,205億円

 域外からの要素所得（純）

　898億円

支　出

財貨・サービスの移出入（純）・統計上の不突合

▲3,868億円

　　注）計数は単位未満を四捨五入で表示しているため合計が一致しない場合があります。

県 民 経 済 計 算 の 相 互 関 連 図
（ 令 和 ２ 年 度 ）

産　　出　　額
（市場価格表示）
7兆 9,466億円

県内総生産（付加価値）
4兆 5,387億円

中間投入
3兆 4,079億円

県内総生産（生産側）
（市場価格表示）
4兆 5,387億円

県内総生産（付加価値）
4兆 5,387億円

固定資本減耗
１兆 455億円

県 内 純 生 産
（要素費用表示）
3兆 1,691億円

県内雇用者報酬
2兆 5,097億円

県 民 純 生 産
（要素費用表示）
3兆 2,589億円

県 内 純 生 産
（要素費用表示）
3兆 1,691億円

  営業余剰・
混合所得
6,594億円

県 内 純 生 産
（市場価格表示）
3兆 4,932億円

県 内 純 生 産
（要素費用表示）
3兆 1,691億円

県内総生産（支出側）
（市場価格表示）
4兆 5,387億円

県内総資本
形          成

1兆 3,010億円

分　配
5,746億円

5,746億円

県民雇用者報酬
県 民 所 得

（要素費用表示）
3兆 2,589億円

財産所得　1,654億円

企業所得

2兆 5,189億円

県民雇用者報酬

県民可処分所得

4兆 2,097億円
2兆 5,189億円

県 民 総 所 得
（市場価格表示）
4兆 6,285億円

県内総生産（支出側）
4兆 5,387億円

県 民 所 得
（第１次所得バランス）

3兆 3,794円
2兆 5,189億円

5,746億円

企業所得

経常移転の受取
（純）

8,303億円

企業所得県民雇用者報酬

民間最終消費支出
2兆 6,159億円

地 方 政 府 等
最終消費支出
1兆 87億円
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